
 

 

今後の公務員給与の在り方に関する有識者意見交換（第１回） 

 議事次第 

 

 

日時：令和５年２月 17 日(金) 

14： 00 ～  16： 00 

場所：人 事 院 院 議 室 

 

 

1. 給与局長挨拶 

 

2. 出席者紹介 

 

3. 事務局からの資料等の説明 

 

4. 意見交換 

 

 

 

（配布資料） 

資料１ 意見交換テーマ（事務局説明資料） 

資料２ 阿部正浩先生提出資料 

資料３ 清家篤先生提出資料 
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意見交換テーマ

人事院給与局

～公務における人材の確保に向けた給与の在り方～

【資料１】



意見交換テーマ➀ 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

〈課題認識〉

i. 人材確保や公務組織の活力の観点を踏まえ、初任給や若年層職員の給与水準を始めとして公務全体の給与水

準はどうあるべきか。

ii. 中途採用者や部内人材の多様な専門性等を各人の給与設定に当たりどう反映すべきか。

iii. 若手や中途採用後間もない職員について、能力・実績や職責の給与への反映はどうあるべきか。

〈背景〉

○ 優秀な若手人材の獲得競争が激化する中、採用試験の申込者数が減少傾向、若年層職員の退職者数が増加傾

向にあり、若い世代の誘致・確保が喫緊の課題となっている。

○ 社会情勢が急速に変化する中で、時代環境の変化に適応できる能力や専門的な知識経験を持つ多様な有為の

人材の誘致・確保が不可欠となっており、外部からの積極的な中途採用や、部内人材も含めた機動的で柔軟な

配置・登用の必要性も高まっている。
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① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

i. 全体の給与水準： 現状と課題

○ 現在の毎年の給与改定においては、

① まず全産業の規模50人以上の民間企業従業員と国の行(一)の給与を比較（同種・同等比較）して

全体の較差を算出した上で、

② 較差の額に応じて、政策的な観点も加味して配分（俸給表の各級・号俸ごとの額や諸手当の改定）

を行っている。

比較対象企業規模は、調査の精確性を維持した上で、同種・同等比較の原則の下、民間の給与をより広く把握し国家公務員給

与に反映させる観点から、平成18年に見直し（従前100人以上→現行50人以上）

調査対象産業は、産業構造の変化を踏まえ、従来対象外となっていた産業を追加し、平成２５年に民間の全ての産業に拡大

近年の引上げ改定は若手に厚く配分。令和４年勧告（較差921円）では初任給を大卒3000円、高卒4000円引上げ

○ 近年における官民の較差はごく僅かであり、その範囲内で若手に重点を置いて引上げ改定を行ってき

ているが、全国平均で比較すると、公務の初任給は民間初任給よりも低い状況が続いている。

○ 公務の給与水準をめぐっては、人材確保の観点から、より高い水準に設定すべきとの意見もある一方

で、零細企業従業員や地方の民間賃金の状況や厳しい財政事情からすれば高く安定しているとの意見

もある。

現状・これまでの取組

課題
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① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

i. 全体の給与水準： 議論のポイント

現代の公務の給与を「社会一般の情勢に適応する」ものとするには、

どういう考え方の下に、どういった事項を考慮して水準を設定すべきか。

年代・役職段階別、若手の中でも業務内容や勤務地等に違いがある中でどの

ような層を重視すべきか。

公務内外において広く理解・納得を得るためにどのような工夫・配慮が考えら

れるか。

4



① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

ii. 専門性等の反映： 現状と課題

○ 現行制度においては、採用試験別に定められた初任給を基礎に、経験を積む中で昇給・昇格により

徐々に給与が上がる仕組みであるが、外部からの中途採用にも対応し、ある程度柔軟な取扱いが可能。

中途採用者の採用時給与決定については、民間企業等での在職期間を国家公務員として勤務した期間と同

等に評価することや前職の給与等を考慮することが可能となっている。

高度の専門人材を任期付職員として採用する場合は、別体系で高い水準の給与（最高事務次官並み）を支給

することが可能

試験採用者、中途採用者ともに、ポストに抜擢されれば給与上もそれに応じた級に昇格可能

○ 民間企業では、資格や能力に応じ採用時からより高額・柔軟な給与体系を用意する動きも見られる。

現状・これまでの取組

課題
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① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

ii. 専門性等の反映： 議論のポイント

柔軟性と客観性・公正性のバランスや、一般職員の士気への影響等を考えつつ、

専門性を考慮した給与とするには、どういった方法が考えられるか。

• 一般職員と別体系か同体系か、俸給か手当か、固定給か成果給か

• 経験やスキルのメルクマール

より積極的な制度の運用を促すにはどのようなアプローチが考えられるか。
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① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

iii. 若手・初任層における能力・実績の反映： 現状と課題

○ 若手職員については、他の年代層に比べて、毎年の昇給額は大きく、

勤務成績に応じたバラツキは小さくなるよう、基準が設定されている。

俸給表上は、若年層の在職する号俸については間差額を大きく設定

毎年の昇給は勤務成績に応じて昇給する号俸数を決定。係員級では、上位の

昇給区分に決定できる職員の割合を係長以上よりも小さく設定

○ 全体給与水準でみると官民で大きな違いが生じているわけではないが、民

間では若手の抜擢を進める動きもある。

○ 公務内の意識調査では、20代後半～30代前半の給与に対する満足度が

低い。

昇給
区分

A B C D E

昇給
号俸数

８以上 ６ ４ 2 0

上位区分に決定できる職員の割合
補佐・係長級：A区分５％、B区分20％
係員：合計20％（うちA区分は５％以内）

４号俸に相当する昇給額
（大卒初任者）１級25号俸→29号俸：6500円
（係長の最高）４級89号俸→93号俸：1600円

20代の在職ゾーン

号俸

行(一)１～３級の俸給月額

現状・これまでの取組

課題
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① 公務における人材の確保に向けた給与の在り方

iii. 若手・初任層における能力・実績の反映： 議論のポイント

リテンションやモチベーションの観点も踏まえて若手職員の給与の伸長を考

える上で、毎年の上昇幅の設定や、能力・実績の反映のさせ方をどう考える

べきか。

8



今後の公務員給与の在り方に関する有識者意見交換

参考資料

中央大学経済学部 阿部正浩

【資料２】
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図3 求人総数および民間企業就職希望者数・求人倍率
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出所：「大卒求人倍率調査」（リクルートワークス研究所）
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出所：「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）
注：決まって支給する給与を用いている。
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出所：「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）
注：決まって支給する給与を用いている。
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年齢賃金プロファイル
（金融業, 保険業 女性大卒･大学院卒）

2000年 2021年

出所：「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）
注：決まって支給する給与を用いている。
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人事院有識者意見交換資料 

2023 年 2 月 17 日（金）、オンライン 

「公務員の賃金のあり方」 

清家篤（日本赤十字社社長/慶應義塾学事顧問/慶應義塾大学名誉教授） 

 

〔Ⅰ〕人的資本理論による説明（Becker(1964)、資料１） 

（１） 人的資本理論革命（賃金≠限界生産力、Σ賃金＝Σ限界生産力） 

（２） 企業特殊的熟練（雇用主の費用負担、前提としての雇用保障） 

（３）年功賃金・長期雇用・年金保障の根拠（国際標準） 

 

〔Ⅱ〕エージェンシー理論による説明（Lazear(1979)、資料２） 

 （１）忠誠確保・不正防止（モニタリングコスト削減、deposit 返還 

（２）分配による経済成長（居酒屋バイト悪戯事例、年金没収制度も） 

 

〔Ⅲ〕ジョブ型をめぐる議論 

（１） ジョブ型の原理（「人」ではなく「仕事」に価格付け） 

（２） 典型は米国生産労働者（一人前でフラット、勤務評定なし） 

（３） ジョブ型で能力・成果主義は語義矛盾（裁量のない仕組み） 

 

〔Ⅳ〕公務員の賃金・雇用への市場圧力 

（１）新卒採用市場（相場は無視できず、人材獲得競争の相手は誰？） 

（２）特殊技能人材市場（IT 技術者、医師、研究者、金融プロ、…） 

 

〔Ⅴ〕全国と地方で異なる公務員賃金の立場 

（１）全国・総合職市場では劣位（トップ人材としては相対的安月給） 

（２）地方・現業職では優位（大企業正社員並みの相対的高給取り） 

 

〔Ⅵ〕公務員のあり方と福澤諭吉の思想 

（１）「主客」（国民は国の客であり主人でもある） 

（２）「奴雁」・「実学」（長期的視点と非熱狂性、EBPM の視点） 

（３）「公智」（相対的に大切なものを選びとる智慧） 

 

 

 

 

 

　　　【資料３】
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〔福澤諭吉語録〕 

 

「主客」：「凡そ国民たる者は一人の身にして二箇条の勤（つとめ）あり。

その一の勤は、政府の下に立つ一人の民たる所にてこれを論ず、即ち客

の積りなり。その二の勤は、国中の人民申合せて一国と名づくる会社を

結び、社の法を立てゝこれを施し行うことなり、すなわち主人の積りな

り」（福澤諭吉『学問のすゝめ：第 7 編』明治 7 年） 

 

「奴雁」：「群雁野に在りて餌を啄むとき、其内に必ず一羽は首を揚げて

四方の様子を窺ひ、不意の難に番をする者あり、之を奴雁と云ふ。学者

も亦斯の如し。天下の人、夢中になりて、時勢と共に変遷する其中に、

独り前後を顧み、今世の有様に注意して、以て後日の得失を論ずるもの

なり。」（福澤諭吉『民間雑誌』明治 7 年 ） 

 

「実学」：「本塾の主義は和漢の古学流に反し、仮令ひ文を談ずるにも世

事を語るにも西洋の実学（サイヤンス）を根拠とするものなれば、常に

学問の虚に走らんことを恐る。」（福澤諭吉『慶應義塾紀事』明治 16年） 

 

「公智」：「人事の軽重大小を分別し軽小を後にして重大を先にしその

時節と場所とを察するの働を公智と云う。」（福澤諭吉『文明論之概略』

明治 8年） 
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